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はじめに 

 

令和５年６月に閣議決定された「教育振興基本計画」では、「持続可能な社会の創り手の

育成」及び「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」を掲げ、2040 年以降の社会を

見据えた教育政策におけるコンセプトが示されました。Society5.0 時代を生きる生徒の未

来を踏まえ、これからの社会を展望する上で、ＩＣＴを活用した教育の一層の推進と、生

徒が自らの可能性を最大限に発揮し、よりよい社会と幸福な人生を自ら創り出していくこ

とのできる資質・能力の育成がますます求められています。 

ＩＣＴの効果的な活用については、ＧＩＧＡスクール構想の着実な実現を目指すことが

重要であり、それが多様な生徒を誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・

能力を一層確実に育成できる教育環境の実現を図ることになります。 

また、社会とのつながりの中で学ぶことで、自分の力で人生や社会をよりよくできると

いう実感を持つことが可能となり、変化の激しい社会において、困難を乗り越え未来に向

けて進む希望や力となります。そのため、これからの学校には、社会と連携・協働した教

育活動をさらに充実させることが必要であり、これが新しい学習指導要領の基盤となる考

え方である、「社会に開かれた教育課程」の実現につながります。 

これらを踏まえて、今回の本部提案は、「ＧＩＧＡスクール構想を踏まえた魅力ある商業

教育の実現に向けて」のテーマで、「学習指導における１人１台端末の活用」と「社会に開

かれた教育課程」という内容でアンケートを実施し、その結果を分析・考察することによ

り、他校の現状や取組について共有することとしました。 

各学校において、この冊子を有効に活用いただき、今後の教育活動の一層の充実と生徒

の主体性や興味・関心を引き出す魅力ある商業教育の実現を目指して、全国の先生方に役

立てていただきますことを心から願っています。 

 

 

 

「ＧＩＧＡスクール構想を踏まえた魅力ある商業教育の実現に向けて」について、令和

５年度全商協会会員校のうち、商業に関する学科を設置する全日制高等学校でアンケート

を実施した。本アンケートは、各都道府県２校に対して実施したが、北海道、埼玉県、愛

知県、兵庫県、岡山県、福岡県は３校実施し、合計 100 校にご協力をいただいた。 

アンケートは、［Ⅰ］学習指導における１人１台端末の活用(問１～問 17)、［Ⅱ］社会に

開かれた教育課程(問 18～問 30)で構成されている。 
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［Ⅰ］　学習指導における１人１台端末の活用

１１　　１１人人１１台台端端末末のの商商業業教教育育ににおおけけるる活活用用ににつついいてて

（（１１））基基礎礎的的科科目目及及びびママーーケケテティィンンググ分分野野、、ママネネジジメメンントト分分野野

問問１１　　次次のの科科目目①①かからら⑧⑧でではは、、授授業業でで１１人人１１台台端端末末ををどどのの程程度度活活用用ししてていいまますすかか。。

ア　積極的に活用している 32

イ　必要に応じて活用している 59

ウ　あまり活用していない 6

エ　ほとんど活用していない 3

オ　履修していない 0

ア　積極的に活用している 10

イ　必要に応じて活用している 31

ウ　あまり活用していない 4

エ　ほとんど活用していない 5

オ　履修していない 50

ア　積極的に活用している 28

イ　必要に応じて活用している 54

ウ　あまり活用していない 7

エ　ほとんど活用していない 7

オ　履修していない 4

①
「ビジネス基礎」

②
「ビジネス・

コミュニケーション」

　　

  【【  １１人人１１台台端端末末のの定定義義  】】

　　　　「「ＧＧＩＩＧＧＡＡススククーールル構構想想のの実実現現標標準準仕仕様様書書」」をを参参照照しし、、各各地地域域のの実実情情やや高高校校のの特特性性にに応応じじたた可可動動式式学学習習者者用用

ココンンピピュューータタ（（キキーーボボーードドをを有有すするるかか接接続続可可能能ななタタブブレレッットト型型・・ノノーートト型型））でで、、ククララウウドドココンンピピュューーテティィンンググをを基基本本ととしし

たたももののでであありり、、通通常常使使用用さされれてていいるるススママーートトフフォォンンはは除除くく。。

③
「マーケティング」
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ア　積極的に活用している 18

イ　必要に応じて活用している 32

ウ　あまり活用していない 2

エ　ほとんど活用していない 2

オ　履修していない 46

ア　積極的に活用している 11

イ　必要に応じて活用している 11

ウ　あまり活用していない 2

エ　ほとんど活用していない 0

オ　履修していない 76

ア　積極的に活用している 11

イ　必要に応じて活用している 22

ウ　あまり活用していない 6

エ　ほとんど活用していない 3

オ　履修していない 58

ア　積極的に活用している 6

イ　必要に応じて活用している 14

ウ　あまり活用していない 6

エ　ほとんど活用していない 0

オ　履修していない 74

ア　積極的に活用している 4

イ　必要に応じて活用している 23

ウ　あまり活用していない 8

エ　ほとんど活用していない 4

オ　履修していない 61

④
「商品開発と流通」

⑤
「観光ビジネス」

⑥
「ビジネス・マネジメント」

⑦
「グローバル経済」

⑧
「ビジネス法規」
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＜考　察＞
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＜考　察＞

　基礎的科目「ビジネス基礎」での1人1台端末の活用状況は、多い順に「イ　必要に応じて活用している」59校、
「ア　積極的に活用している」32校であり、「ア」と「イ」の回答を合わせると90校を超えており、活用が進んでいること
が分かる。
　マーケティング分野では、「商品開発と流通」を履修している54校のうち50校が、「観光ビジネス」を履修している
24校のうち22校が「ア　積極的に活用している」または「イ　必要に応じて活用している」と回答しており、履修して
いる学校において活用している割合がどちらも90％を超えており、高いことが分かる。
　マネジメント分野では、「ビジネス・マネジメント」を履修している42校のうち33校が、「ビジネス法規」を履修してい
る39校のうち27校が「ア　積極的に活用している」または「イ　必要に応じて活用している」と回答しており、履修して
いる学校において活用している割合がどちらも80％に達しておらず、今後の活用が期待される。

　　発表(石川)

　　アンケート(福井)(滋賀)(香川)(鹿児島)

　　振り返りで活用(三重)

　　アンケートの配付とリアルタイム集計による提示(高知)

　　プレゼン資料作成(熊本)

問問２２　　問問１１のの科科目目①①かからら⑧⑧ににおおけけるる１１人人１１台台端端末末のの主主なな使使用用方方法法ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。
　　　　　　（（複複数数回回答答可可））

エ　ネット検索

ウ　双方向通信

イ　ノートとして使用

ア　教材提供

ス　その他

シ　チャット

サ　教材の配布

コ　学習状況の評価

ケ　アプリケーション作成

ク　動画視聴

キ　定期テスト

カ　小テスト

　１人１台端末の主な使用方法は、多い順に「ア　教材提供」89校、「エ　ネット検索」86校、「オ　提出物の提出」77
校、「サ　教材の配布」67校、「ク　動画視聴」47校、「カ　小テスト」41校であった。
　なお、「ス　その他」では、発表、アンケートの実施と集計などの方法にも使用していることが分かる。

オ　提出物の提出
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ア 教材提供
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ウ 双方向通信

エ ネット検索
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キ 定期テスト

ク 動画視聴

ケ アプリケーション作成

コ 学習状況の評価

サ 教材の配布

シ チャット

ス その他
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（（２２））会会計計分分野野

問問３３　　「「簿簿記記」」のの授授業業でではは、、１１人人１１台台端端末末ををどどのの程程度度活活用用ししてていいまますすかか。。

13

45

24

18

0

＜考　察＞

オ　履修していない

ウ　あまり活用していない

イ　必要に応じて活用している

ア　積極的に活用している

エ　ほとんど活用していない

　「簿記」の授業における１人１台端末の活用状況は、多い順に「イ　必要に応じて活用している」45校、「ウ　あまり
活用していない」24校、「エ　ほとんど活用していない」18校、「ア　積極的に活用している」13校であった。
　「ア　積極的に活用している」と「イ　必要に応じて活用している」の活用している学校が58校に対し、「ウ　あまり
活用していない」と「エ　ほとんど活用していない」の活用していない学校は42校であり、活用している学校のほうが
やや多いことが分かる。
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＜考　察＞

　　コンピューター会計の単元にて活用(愛知)

サ　反転学習

問問４４　　「「簿簿記記」」のの授授業業でで、、１１人人１１台台端端末末をを効効果果的的にに活活用用ででききるる場場面面ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。
　　　　　　（（上上位位３３つつままでで選選択択可可））

　　CBT検定用の模試(東京)

コ　授業支援アプリの利用

ケ　繰り返し学習

ク　理解度に応じた教材や学習環境の提供

セ　その他

ス　学習状況の把握や進捗管理

キ　小テストや課題などの提供や提出

カ　生徒同士の意見交換などの協働的な学習

オ　諸表等のコピー＆ペーストでの再利用

シ　オンライン学習

ア　調べ学習

エ　諸表等を板書する時間の短縮

ウ　説明に利用

イ　画像や動画等を視聴覚的に利用

　　「簿記」の授業で１人１台端末を効果的に活用できる場面は、多い順に「キ　小テストや課題などの提供や提
出」55校、「エ　諸表等を板書する時間の短縮」46校、「ウ　説明に利用」42校、「イ　画像や動画等を視聴覚的に
利用」36校であった。
　半数近くの学校で、小テストや課題などの提供や提出、諸表等を板書する時間の短縮に活用できることが分かる。
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ウ 説明に利用

エ 諸表等を板書する時間の短縮

オ 諸表等のコピー＆ペーストでの再利用

カ 生徒同士の意見交換などの協働的な学

習

キ 小テストや課題などの提供や提出

ク 理解度に応じた教材や学習環境の提供

ケ 繰り返し学習

コ 授業支援アプリの利用

サ 反転学習

シ オンライン学習

ス 学習状況の把握や進捗管理

セ その他
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＜考　察＞

問問５５　　「「簿簿記記」」のの授授業業でで、、１１人人１１台台端端末末をを活活用用すするる場場合合のの課課題題ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。
　　　　　　（（複複数数回回答答可可））

ア　効果的な活用法がよく分からない

イ　電子黒板などを用いたほうが効率がよい

ウ　適切な教材の作成や入手に手間がかかる

エ　十分に活用するための時間的な余裕がない

カ　特になし

オ　検定の答案用紙は紙なので、書く機会が減ることに不安がある

キ　その他

　　教員のスキル(宮城)

　　机上のスペースが狭くなってしまう(愛知)

　　書くことで身につくことも多い(三重)

　　校内のネット環境(京都)

　「簿記」の授業で１人１台端末を活用する場合の課題は、多い順に「ウ　適切な教材の作成や入手に手間がかか
る」51校、「オ　検定の答案用紙は紙なので、書く機会が減ることに不安がある」42校、「イ　電子黒板などを用いた
ほうが効率がよい」39校、「エ　十分に活用するための時間的な余裕がない」35校であった。
　半数近くの学校で、適切な教材の作成や入手に手間がかかることが課題であるととらえていることが分かる。
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（（３３））総総合合的的科科目目（（課課題題研研究究・・総総合合実実践践））及及びび総総合合的的なな探探究究のの時時間間

ア　積極的に活用している 45

イ　必要に応じて活用している 42

ウ　あまり活用していない 0

エ　ほとんど活用していない 9

オ　「総合的な探究の時間」で代替している 1

ア　積極的に活用している 18

イ　必要に応じて活用している 25

ウ　あまり活用していない 13

エ　ほとんど活用していない 36

オ　履修していない 7

ア　積極的に活用している 21

イ　必要に応じて活用している 20

ウ　あまり活用していない 0

エ　ほとんど活用していない 2

オ　「課題研究」で代替している 56

＜考　察＞

問問６６　　「「課課題題研研究究」」・・「「総総合合実実践践」」・・「「総総合合的的なな探探究究のの時時間間」」のの授授業業でで、、１１人人１１台台端端末末ををどどのの程程度度活活用用ししてて
　　　　　　いいまますすかか。。

①
「課題研究」

②
「総合実践」

③
「総合的な探究の時間」

　①「課題研究」では、１人１台端末を「ア　積極的に活用している」45校、「イ　必要に応じて活用している」42校と
活用している学校が多いことが分かる。
　②「総合実践」では、「ア　積極的に活用している」18校、「イ　必要に応じて活用している」25校、逆に「ウ　あまり
活用していない」13校、「エ　ほとんど活用していない」36校とほぼ半数ずつである。
　③「総合的な探究の時間」では、「オ　『課題研究』で代替している」が56校と多い。「ア　積極的に活用している」
21校、「イ　必要に応じて活用している」20校と1人１台端末の活用程度は高い。
　以上のことから、総合的科目（課題研究・総合実践）及び総合的な探究の時間では、1人１台端末の活用程度は
比較的高いことが分かる。
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＜考　察＞

オ　「総合的な探究の時間」で代替している

問問７７　　「「課課題題研研究究」」のの授授業業でで、、１１人人１１台台端端末末をを効効果果的的にに活活用用ででききるる指指導導項項目目ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。
　　　　　　（（複複数数回回答答可可））

ア　調査、研究、実験

イ　作品制作

ウ　産業現場等における実習

エ　職業資格の取得

　1人１台端末を効果的に活用できる指導項目として、「課題研究」の授業では「ア　調査、研究、実験」が95校と多
く、続いて「イ　作品制作」69校、「エ　職業資格の取得」26校となっている。なお、「キ　その他」として、他者へのプ
レゼンテーションの作成や生徒同士の意見交換、まとめ等の協働的な学習に効果的に活用している、との回答が
あった。
　今後、１人１台端末を効果的に活用して、学習活動の一層の充実が期待される。

カ　履修していない

キ　その他

　　今年度は３年生での履修なので１人１台端末の対象外(東京)

　　地域課題型の研究(奈良)

　　実習室を利用している。使い勝手が良いので、タブレットは不要(香川)

　　生徒同士の意見交換等、協働的な学習(高知)

　　まとめや発表(三重)

　　ＰＣ教室が利用できる場合は、各自の端末は利用していない(兵庫)

　　他者（企業・小中学校出前授業等）へのプレゼンテーション作成(愛知)
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＜考　察＞

0

41

4
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　1人１台端末を効果的に活用できる指導項目として、「総合実践」の授業では「オ　分野横断的・総合的な実践」
が49校と最も多く、「ウ　会計に関する実践」38校、「ア　マーケティングに関する実践」36校となっている。商業の各
分野について実務に即して総合的に理解するとともに、関連する技術を身に付けることを目指して「分野横断的・
総合的な実践」に効果的に活用されていることが分かる。

イ　マネジメントに関する実践

　　わからない(鳥取)

ア　仮説検証型の研究

イ　地域課題型の研究

ウ　商品開発

エ　体験学習

ア　マーケティングに関する実践

問問８８　　「「総総合合実実践践」」のの授授業業でで、、１１人人１１台台端端末末をを効効果果的的にに活活用用ででききるる指指導導項項目目ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。
　　　　　　（（複複数数回回答答可可））

キ　その他

　　今年度は３年生での履修なので１人１台端末の対象外(東京)

　　わからないところの確認、検索(大分)

　　現３年は１人1台端末ではないので活用ができない(宮崎)

　　１人１台端末がない学年のため（3年）(沖縄)

問問９９　　「「総総合合的的なな探探究究のの時時間間」」のの授授業業でで、、１１人人１１台台端端末末をを効効果果的的にに活活用用ででききるる学学習習活活動動ににつついいてて、、
　　　　　　おお答答ええくくだだささいい。。（（複複数数回回答答可可））

キ　その他

オ　「課題研究」で代替している

ウ　会計に関する実践

エ　ビジネス情報に関する実践

オ　分野横断的・総合的な実践

カ　履修していない

カ　履修していない

　　情報室を利用しているため(三重)

　　実習室を利用している。使い勝手が良いので、タブレットは不要(香川)

　　伝票作成、各種帳簿への記帳など、基本的な内容を行っているため利用していない(鳥取)
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＜考　察＞

２２　　１１人人１１台台端端末末のの活活用用充充実実にに向向けけてて
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＜考　察＞

　　「総合的な探究の時間」を一部代替している(宮城)

　　講演会資料の配布、個人探究学習のツールとして、個人探究学習の成果発表(岡山)

　　キャリア教育についての探究(広島)

　　キャリア学習(石川)

エ　朝学習や学校行事等の学習

オ　個人学習用ツール（学習ドリル教材等）による学習

カ　プログラミング学習

キ　探究活動やプロジェクト型学習

ク　活用法を検討中

ケ　その他

　　修学旅行のしおりをデジタル化(東京)

ア　学習プラットフォーム（グループウェアによる意見交換、成果物提出等）を活用した学習

イ　協働学習用ツール（授業支援アプリケーション等）を活用した学習

ウ　アプリケーションソフトを活用した（調査・収集・分析・表現・作成・発表等）の学習

問問1100　　１１人人１１台台端端末末をを主主ににどどののよよううなな学学習習のの場場面面でで活活用用ししてていいまますすかか。。（（複複数数回回答答可可））

　1人１台端末を効果的に活用できる学習活動として、「総合的な探究の時間」では「イ　地域課題型の研究」が41
校と多い。これは「総合的な探究の時間」の目標のひとつである「実社会や実生活と自己との関わりから問を見い
だし、自分で課題を立て、情報を集め、整理・分析して、まとめ・表現することができるようにする」ことに効果的に
活用されていると推察できる。なお、「オ　『課題研究』で代替している」は56校であった。

　1人１台端末を活用している場面については、多い順に「ア　学習プラットフォーム（グループウェアによる意見交
換、成果物提出等）を活用した学習」78校、「ウ　アプリケーションソフトを活用した（調査・収集・分析・表現・作成・
発表等）の学習」72校、「キ　探究活動やプロジェクト型学習」59校、「イ　協働学習用ルール（授業支援アプリケー
ション等）を活用した学習」51校であった。多くの学校が学習のまとめや意見交換など、集約や協働的学びの場面
において活用していることが分かる。
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問問1111　　商商業業教教育育ににおおけけるる指指導導のの中中でで、、１１人人１１台台端端末末のの活活用用促促進進をを図図るるたためめにに、、必必要要とと思思わわれれるる
　　　　　　機機能能やや教教材材等等ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。（（複複数数回回答答可可））

キ　キーボード

ア　グループウェア機能（情報管理、情報伝達、成果物提出等含む）

イ　リモート接続による遠隔学習機能

ウ　デジタル教科書

エ　学習管理機能を備えた技能検定対策等の学習ドリル教材

オ　会計ソフトや統計ソフト等の実務型ソフトウエア

カ　プログラミング学習教材

ク　特に必要な機能はない

ケ　その他

　　ネットワーク環境の向上(北海道)

　　カメラ(石川)

　　マウス・office(大阪)

　　スタイラスペン(沖縄)

　商業教育における指導の中での１人１台端末の活用促進については、多い順に「ア　グループウェア機能（情報
管理、情報伝達、成果物提出等含む）」75校、「エ　学習管理機能を備えた技能検定対策等の学習ドリル教材」68
校、「ウ　デジタル教科書」56校、「カ　プログラミング学習教材」48校、「イ　リモート接続による遠隔学習機能」46
校、「オ　会計ソフトや統計ソフト等の実務型ソフトウエア」46校であった。多くの学校で商業科目等の指導の充実
を図るために、1人1台端末の既存の機能に加えて、デジタル教科書を含む学習用教材の充実を望んでいることが
分かる。
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エ　校内における公開授業や研究授業による研究会の実施

オ　外部機関との連携

カ　ＩＣＴ環境の整備充実

問問1122　　１１人人１１台台端端末末のの利利活活用用のの日日常常化化にに向向けけてて取取りり組組んんででいいるるここととににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。

イ　機器の保守管理体制の構築

ウ　各種研修会への積極的な参加

ア　校内支援体制の構築

　１人１台端末の利活用の日常化に向けて取り組んでいることについては、多い順に「ア　校内支援体制の構築」
34校、「エ　校内における公開授業や研究授業による研究会の実施」22校、「カ　ＩＣＴ環境の整備充実」21校、「ウ
各種研修会への積極的な参加」12校、「イ　機器の保守管理体制の構築」８校であった。校内での支援や授業研
究会などによって、組織的に日常化に向けて取り組んでいる状況が分かる。
　なお、「オ　外部機関との連携」と回答した学校はなかった。

キ　その他

　　ＨＲでの連絡事項や課題提出にむけた活用方法の普及(秋田)

　　ネットワーク管理を含めて管理する教諭や臨任助手を配置している(富山)

　　日常化に向けての取り組みは特に行っていない(鳥取)
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＜考　察＞

キ　その他

タ　特になし

ソ　外部機関による連携体制

セ　情報セキュリティ対策

ア　校内研修の実施

オ　検定試験のＣＢＴ化

　　活用をする必要性、意識の変化（教員）(大阪)

カ　活用コンテンツの充実

　１人１台端末を活用するために、より一層の整備・充実が必要なことについては、多い順に「ウ　教員のＩＣＴ活用
能力の向上」66校、「サ　通信回線の更なる高速化」37校、「カ　活用コンテンツの充実」34校、「キ　活用事例の共
有」25校、「ア　校内研修の実施」24校と続いている。そして、「オ　検定試験のＣＢＴ化」と回答した学校は、18校
あった。約３分の２の学校において、より一層の教員のＩＣＴ活用能力向上が充実のために必要だという状況が分
かる。
　また、コンテンツの充実や通信回線の高速化などの環境充実の必要性が高いことが分かる。

問問1133　　１１人人１１台台端端末末をを活活用用すするるたためめにに、、よよりり一一層層のの整整備備・・充充実実がが必必要要ななここととににつついいてて、、
　　　　　　おお答答ええくくだだささいい。。（（上上位位３３つつままでで選選択択可可））

エ　他教科との連携

ウ　教員のＩＣＴ活用能力の向上

イ　定期的な情報共有の設定

ス　探究活動の充実

シ　周辺機器の整備

サ　通信回線の更なる高速化

コ　端末の整備

ケ　ＩＣＴ支援員の配置

ク　活用サポート窓口の整備

キ　活用事例の共有
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ア 校内研修の実施

イ 定期的な情報共有の設定

ウ 教員のＩＣＴ活用能力の向上

エ 他教科との連携

オ 検定試験のＣＢＴ化

カ 活用コンテンツの充実

キ 活用事例の共有

ク 活用サポート窓口の整備

ケ ＩＣＴ支援員の配置

コ 端末の整備

サ 通信回線の更なる高速化

シ 周辺機器の整備

ス 探究活動の充実

セ 情報セキュリティ対策

ソ 外部機関による連携体制

タ 特になし

キ その他
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３３　　生生成成  ＡＡＩＩのの利利用用ににつついいてて
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＜考　察＞

ア　すでに利用している

イ　今後利用する予定である

ウ　利用する方向で検討中である

エ　利用しない、あるいは利用しない予定である

オ　未定

問問1144　　個個々々のの教教員員がが持持っってていいるる教教材材をを、、他他のの教教員員とと共共有有ししてていいまますすかか。。

問問1155　　学学校校ででのの生生成成ＡＡＩＩのの利利用用ににつついいてて、、ああててははままるるももののををおお答答ええくくだだささいい。。

カ　その他

　　本県では教育活動における利用には県教委への利用申請が必要である。今のところ、教職員からの申
　　請の動きはない。(埼玉)

　学校での生成ＡＩの利用について、一番多いのが「オ　未定」で51校であった。「ア　すでに利用している」は５校
であるが、「イ　今後利用する予定である」、「ウ　利用する方向で検討中である」を合計すると36校であり、利用が
進むものと推測される。一方、「エ　利用しない、あるいは利用しない予定である」は７校あり、「カ　その他」で申請
の動きがないとの回答をした１校を加え、予定を含めて利用しないという学校は１割に満たない。

　個々の教員が持っている教材を、他の教員と共有していることについては、多い順に「イ　一部共有している」62
校、「ア　概ね共有している」27校、「ウ　今後、共有について検討していく」９校、「エ　共有する予定はない」２校で
あった。約９割の学校は、少なからず教材の共有を図っていて、共有を検討していく学校も含めるとほとんどの学
校で教材を共有する状況が分かる。

ア　概ね共有している

イ　一部共有している

ウ　今後、共有について検討していく

エ　共有する予定はない
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　　科目「現代の国語」において、教科書の例文をチャットＧＰＴで要約し、推敲したものを発表している(愛知)

　　今後検討を進めたい(福井)

　　生徒の提出物が生成ＡＩを使用したものかどうか、チェックする場面(埼玉)

　　検討する機会を設けていない(群馬)

問問1166　　学学校校ででのの生生成成ＡＡＩＩをを利利用用すするる（（ししたたいい））場場面面ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。（（上上位位３３つつままでで選選択択可可））

ウ　データ分析

エ　文章からスライドを作成するための要約

ク　その他

ア　志望理由書などの文書作成

イ　エクセル関数の生成

オ　調査研究

カ　プログラムのコード生成

キ　集団での議論のまとめ

　学校での生成ＡＩを利用する（したい）場面について、多い順に「ウ　データ分析」64校、「オ　調査研究」52校、
「ア　志望理由書などの文書作成」35校、「エ　文章からスライドを作成するための要約」33校、「キ　集団での議論
のまとめ」26校である。生徒の学習場面や進路指導の場面を具体に想定して利用していたり、今後利用しようとし
ていることが分かる。

　　個別最適化学習の活用(高知)
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［Ⅱ］　社会に開かれた教育課程

１１　　教教育育課課程程のの現現状状とと課課題題ににつついいてて

1

77

21

＜考　察＞

ア　「総合的な探究の時間」の履修をもって、「課題研究」の履修（一部履修）に替える

イ  「課題研究」の履修をもって、「総合的な探究の時間」の履修（一部履修）に替える

ウ　「総合的な探究の時間」「課題研究」をそれぞれ履修し、代替えはしない

ウ　自治体等で利用が認められていない（アクセスできないなど）

エ　作文やレポートなどを自分で作成しなくなる可能性がある

オ　著作権の侵害が起きてしまう可能性がある

カ　個人情報などの重要な情報が漏洩してしまう可能性がある

キ　利用規約では保護者の同意が必要だが、同意が得られない（得にくい）可能性がある

ク　その他

　　上記すべてが課題として考えられ、ルール整備が未だである事(大阪)

ア　利用のイメージが捉えられない

イ　校内でルール化して利用しようとするとアカウントの管理が大変になる可能性がある

問問1177　　学学校校でで生生成成ＡＡＩＩをを利利用用すするる際際のの課課題題ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。（（上上位位３３つつままでで選選択択可可））

問問1188　　教教育育課課程程をを編編成成すするるにに当当たたりり、、「「総総合合的的なな探探究究のの時時間間」」とと「「課課題題研研究究」」のの履履修修ににつついいてて、、
　　　　　　おお答答ええくくだだささいい。。

　学校で生成ＡＩを利用する際の課題については、「エ　作文やレポートなどを自分で作成しなくなる可能性があ
る」80校、「オ　著作権の侵害が起きてしまう可能性がある」61校、「カ　個人情報などの重要な情報が漏洩してしま
う可能性がある」36校であった。多くの学校が学びの姿にもたらす負の側面を危惧し、法に触れる行為や情報漏
洩を課題ととらえていることが分かる。
　また、「ア　利用のイメージが捉えられない」35校、「イ　校内でルール化して利用しようとするとアカウントの管理
が大変になる可能性がある」30校であり、利用する前の段階での課題を抱えていることが分かる。

　教育課程を編成するに当たり、「総合的な探究の時間」と「課題研究」の履修については、「イ　『課題研究』の履
修をもって、『総合的な探究の時間』の履修（一部履修）に替える」が77校と圧倒的に多く、次いで｢ウ　『総合的な
探究の時間』『課題研究』をそれぞれ履修し、代替えはしない」21校、「ア　『総合的な探究の時間』の履修をもっ
て、『課題研究』の履修（一部履修）に替える」１校であった。
　「イ 『課題研究』の履修をもって、『総合的な探究の時間』の履修（一部履修）に替える」が77校であったことから、
多くの学校が『課題研究』の履修により、『総合的な探究の時間』を代替していることが分かる。
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［Ⅱ］　社会に開かれた教育課程

１１　　教教育育課課程程のの現現状状とと課課題題ににつついいてて
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ア　「総合的な探究の時間」の履修をもって、「課題研究」の履修（一部履修）に替える

イ  「課題研究」の履修をもって、「総合的な探究の時間」の履修（一部履修）に替える

ウ　「総合的な探究の時間」「課題研究」をそれぞれ履修し、代替えはしない

ウ　自治体等で利用が認められていない（アクセスできないなど）

エ　作文やレポートなどを自分で作成しなくなる可能性がある

オ　著作権の侵害が起きてしまう可能性がある

カ　個人情報などの重要な情報が漏洩してしまう可能性がある

キ　利用規約では保護者の同意が必要だが、同意が得られない（得にくい）可能性がある

ク　その他

　　上記すべてが課題として考えられ、ルール整備が未だである事(大阪)

ア　利用のイメージが捉えられない

イ　校内でルール化して利用しようとするとアカウントの管理が大変になる可能性がある

問問1177　　学学校校でで生生成成ＡＡＩＩをを利利用用すするる際際のの課課題題ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。（（上上位位３３つつままでで選選択択可可））

問問1188　　教教育育課課程程をを編編成成すするるにに当当たたりり、、「「総総合合的的なな探探究究のの時時間間」」とと「「課課題題研研究究」」のの履履修修ににつついいてて、、
　　　　　　おお答答ええくくだだささいい。。

　学校で生成ＡＩを利用する際の課題については、「エ　作文やレポートなどを自分で作成しなくなる可能性があ
る」80校、「オ　著作権の侵害が起きてしまう可能性がある」61校、「カ　個人情報などの重要な情報が漏洩してしま
う可能性がある」36校であった。多くの学校が学びの姿にもたらす負の側面を危惧し、法に触れる行為や情報漏
洩を課題ととらえていることが分かる。
　また、「ア　利用のイメージが捉えられない」35校、「イ　校内でルール化して利用しようとするとアカウントの管理
が大変になる可能性がある」30校であり、利用する前の段階での課題を抱えていることが分かる。

　教育課程を編成するに当たり、「総合的な探究の時間」と「課題研究」の履修については、「イ　『課題研究』の履
修をもって、『総合的な探究の時間』の履修（一部履修）に替える」が77校と圧倒的に多く、次いで｢ウ　『総合的な
探究の時間』『課題研究』をそれぞれ履修し、代替えはしない」21校、「ア　『総合的な探究の時間』の履修をもっ
て、『課題研究』の履修（一部履修）に替える」１校であった。
　「イ 『課題研究』の履修をもって、『総合的な探究の時間』の履修（一部履修）に替える」が77校であったことから、
多くの学校が『課題研究』の履修により、『総合的な探究の時間』を代替していることが分かる。
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　　各教科・科目を連携させながら探究活動（総合的な探究の時間もしくは課題研究）に収斂させ、教育目標を高

　　く実現させるカリキュラム・マネジメントの実現を図ること(埼玉)

　　生徒の興味関心に応じた科目選択が可能になるように配慮した(秋田)

オ  指導教員の確保

ア　共通科目と商業科目の単位数のバランス

イ　学校や学科の特色を出すための科目配置

ウ　資格取得を意識した科目の偏り

エ　実習室の確保や通信環境の整備

ア　基礎的な専門知識・技術を習得させる

イ　高度な専門知識・技術を習得させる

ウ　商業を中心とした検定資格を取得させる

エ　体験活動や地域社会との連携を図る

オ　学校や学科の特色づくりを図る

カ　普通科との差別化を図る

キ　その他

　教育課程を編成するに当たり、特に重視した点は、「オ　学校や学科の特色づくりを図る」が50校、次いで「ア　基礎的
な専門知識・技術を習得させる」16校、「イ　高度な専門知識・技術を習得させる」12校、「エ　体験活動や地域社会との
連携を図る」12校であった。各校とも「社会に開かれた教育課程」の実現に向け、自校の特色づくりに重きを置きながら、
商業に関する専門知識・技術を習得させることや、地域との連携を図っているものと推察できる。

　教育課程の編成や実施に当たり、課題となる点は、「イ　学校や学科の特色を出すための科目配置」が56校と他
に比べて高い数値を示しており、問19の教育課程を編成するに当たり、特に重視した点「オ　学校や学科の特色
づくりを図る」の数値とほぼ一致している。多くの学校が科目配置について苦慮しながら、教育課程の編成を通し
て積極的に自校の特色づくりを図っていることが分かる。

問問1199　　教教育育課課程程をを編編成成すするるにに当当たたりり、、特特にに重重視視ししたた点点ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。

問問2200　　教教育育課課程程のの編編成成やや実実施施にに当当たたりり、、課課題題ととななるる点点ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。

カ　その他
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２２　　地地域域連連携携のの取取組組状状況況ににつついいてて
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　　主幹教諭(岡山)

　　各種行事や事業で連携を行っているので、特定の部署として1つを挙げることが難しい(鳥取)

　　ビジネス教育推進部(滋賀)

　　各分掌で連携する(岐阜)

　　各事業や授業の担当者(石川)

　　企画部が外部講師招聘事業や生徒販売実習模擬株式会社 TOMI SHOP の企画にて地域企業に協力依頼

　　を主に行っていますが、商業科や商業の科目担当者が独自に行っていもいます(富山)

　　どの場面で地域連携をするかによって、担当が異なります(新潟)

　　ボランティアは進路指導部、授業等の教育活動は関係科目の担当者、その他は総務部(東京)

　　「教職員一人一人」である。学校自己評価システムシートに地域連携などの外部連携を促進していくことを記

　　載し、教職員全体でその実施・評価・改善を図っている(埼玉)

　　連携の内容によって、進路、渉外、学科、部活動・委員会が適宜対応する(茨城)

ウ　導入する予定はない

ア　専門の部署

イ  総務

オ　生徒指導

カ　商業科

キ　管理職

問問2222　　校校内内でで地地域域連連携携をを担担当当すするる部部署署ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。

ア　すでに導入している

イ  今後、導入する予定である

問問2211　　ココミミュュニニテティィ・・ススククーールルのの導導入入状状況況ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。

ウ　進路

エ　教務

ク　その他

　導入状況は、「ウ　導入する予定はない」が59校と最も多く、「ア　すでに導入している」32校、「イ　今後、導入す
る予定である」9校と続く。導入あるいは導入予定が41校に対して、半数以上の高校が導入する予定がないと回答
している。
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　　連携先や内容に応じて担当する部署が異なっている(沖縄)

　　学科や校務分掌がそれぞれ、必要に応じて連携を図っている(高知)

　　特に定まっていない（教科科目、委員会活動、部活動などそれぞれで取り組む）(愛媛)

　　商業科と進路（担当部署はなく、実施する部署で連携）(香川)

　　ＣＳサポーターを配置（県費）及び各学科(山口)

キ　行政機関

　　市内高校(岡山)

　　小学校(鳥取)

　　経済団体(香川)

カ　民間企業

ク　連携していない

ケ　その他

　　近隣の小・中学校(岩手)

ア　地域自治組織(町内会)

ウ　大学・短大

エ　専門学校

オ　商工会議所

イ　ＮＰＯ

問問2233　　地地域域連連携携ししてていいるる外外部部機機関関ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。（（複複数数回回答答可可））

　地域連携の担当部署は、約半数の49校で「カ　商業科」との回答であった。次に「ア　専門の部署」16校、続いて
「ク　その他」15校であった。その他としては、連携内容により関係性がある分掌や職員が担当しているとの回答が
あった。

　連携する外部機関は、「カ　民間企業」が90校で最も多く、「ウ　大学・短大」73校、「キ　行政機関」66校、「オ　商
工会議所」46校、「エ　専門学校」45校の順となった。上位３つの機関と連携している学校は、過半数を超え60校
以上となっている。その他の回答では、異校種や異学科の学校との連携が見られた。

　　工業高等専門学校、近隣小中学校、公益財団法人、ＰＴＡ役員(山口)

３３　　他他教教科科ととのの連連携携ににつついいてて
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イ　地理歴史科

ア　国語科

ツ　その他

コ　情報科

ケ　家庭科

ク　英語科

キ　芸術科

カ　保健体育科

オ　理科

エ　数学科

ウ　公民科

問問2244　　商商業業科科とと教教科科等等横横断断的的なな視視点点ででのの取取組組をを実実施施ししてていいるる教教科科ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。
　　　　　　（（複複数数回回答答可可））

　　他校との連携（課題探究型キャリア教育ゼミ　県の事業）(千葉)

　　「総合的な探究の時間」(岐阜)

　　「総合的な探究の時間」学科の枠を越えて、学習集団を構成している(山口)

　　大会等で助けをお願いすることは多々あり(香川)

　商業科と教科等横断的な視点での取組について、「ケ　家庭科」28校が一番多く、「ク　英語科」23校が次に続
き、「ア　国語科」・「ウ　公民科」・「エ　数学科」がそれぞれ14校と続いている。複数教科で取り組まれている学校
や、他校との連携、「総合的な探究の時間」で取り組まれている学校があることが分かる。
　一方で、「チ　実施していない」が44校あり、現在のところ、約半数近くの学校で商業科と教科等横断的な取組が
実施されていないことが分かる。

チ　実施していない

タ　理数科

ソ　福祉科

セ　看護科

ス　水産科

シ　工業科

サ　農業科
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ア 国語科

イ 地理歴史科

ウ 公民科

エ 数学科

オ 理科

カ 保健体育科

キ 芸術科

ク 英語科

ケ 家庭科

コ 情報科

サ 農業科

シ 工業科

ス 水産科

セ 看護科

ソ 福祉科

タ 理数科

チ 実施していない

ツ その他
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３３　　他他教教科科ととのの連連携携ににつついいてて
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イ　地理歴史科

ア　国語科

ツ　その他

コ　情報科

ケ　家庭科

ク　英語科

キ　芸術科

カ　保健体育科

オ　理科

エ　数学科

ウ　公民科

問問2244　　商商業業科科とと教教科科等等横横断断的的なな視視点点ででのの取取組組をを実実施施ししてていいるる教教科科ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。
　　　　　　（（複複数数回回答答可可））

　　他校との連携（課題探究型キャリア教育ゼミ　県の事業）(千葉)

　　「総合的な探究の時間」(岐阜)

　　「総合的な探究の時間」学科の枠を越えて、学習集団を構成している(山口)

　　大会等で助けをお願いすることは多々あり(香川)

　商業科と教科等横断的な視点での取組について、「ケ　家庭科」28校が一番多く、「ク　英語科」23校が次に続
き、「ア　国語科」・「ウ　公民科」・「エ　数学科」がそれぞれ14校と続いている。複数教科で取り組まれている学校
や、他校との連携、「総合的な探究の時間」で取り組まれている学校があることが分かる。
　一方で、「チ　実施していない」が44校あり、現在のところ、約半数近くの学校で商業科と教科等横断的な取組が
実施されていないことが分かる。

チ　実施していない

タ　理数科

ソ　福祉科

セ　看護科

ス　水産科

シ　工業科

サ　農業科
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ア 国語科

イ 地理歴史科

ウ 公民科

エ 数学科

オ 理科

カ 保健体育科

キ 芸術科

ク 英語科

ケ 家庭科

コ 情報科

サ 農業科

シ 工業科

ス 水産科

セ 看護科

ソ 福祉科

タ 理数科

チ 実施していない

ツ その他
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問問2255　　教教科科等等横横断断的的なな取取組組をを実実施施すするるにに当当たたりり、、どどののよよううなな課課題題ががああるるかか、、おお答答ええくくだだささいい。。
（（複複数数回回答答可可））

エ　指導時間の確保

ア　教科間の調整

イ　科目内容の調整

ウ　科目担当者間の調整

オ　その他

　教科等横断的な取組を実施する上での課題は、「ア　教科間の調整」が59校で一番多く、「ウ　科目担当者間の
調整」53校が次に続く。「イ　科目内容の調整」48校、「エ　指導時間の確保」45校と、全ての項目がほぼ同様な学
校数となっており、どの項目についても半数程度の学校で課題としてとらえていることが分かる。

　　目指す生徒像の共通理解(長崎)

４４　　期期待待すするる教教員員像像ににつついいてて

59

77

7

24
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35

57

9
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オ　カリキュラム・マネジメントに関すること

キ　地域連携のマネジメントに関すること

ク　学校組織マネジメントに関すること

カ　キャリア教育の指導に関すること

エ　学習評価に関すること（観点別評価など）

ア　教科・科目の専門的知識・技能

イ　教科指導に関すること（個別最適な学び、協働的な学び、ＩＣＴ活用など）

ウ　教材開発に関すること

　　【【  社社会会にに開開かかれれたた教教育育課課程程ととはは  】】
　　　　①①  社社会会やや世世界界のの状状況況をを幅幅広広くく視視野野にに入入れれ、、よよりりよよいい学学校校教教育育をを通通じじててよよりりよよいい社社会会をを創創るるとといいうう
　　　　　　　　目目標標をを持持ちち、、教教育育課課程程をを介介ししててそそのの目目標標をを社社会会とと共共有有ししてていいくくこことと。。
　　　　②②  ここれれかかららのの社社会会をを創創りり出出ししてていいくく子子供供たたちちがが、、社社会会やや世世界界にに向向きき合合いい関関わわりり合合いい、、自自分分のの人人生生をを
　　　　　　　　切切りり拓拓いいてていいくくたためめにに求求めめらられれるる資資質質・・能能力力ととはは何何かかをを、、教教育育課課程程ににおおいいてて明明確確化化しし育育んんででいいくくこことと。。
　　　　③③  教教育育課課程程のの実実施施にに当当たたっってて、、地地域域のの人人的的・・物物的的資資源源をを活活用用ししたたりり、、放放課課後後やや土土曜曜日日等等をを活活用用ししたた
　　　　　　　　社社会会教教育育ととのの連連携携をを図図っったたりりしし、、学学校校教教育育をを学学校校内内にに閉閉じじずずにに、、そそのの目目指指すすととこころろをを社社会会とと
　　　　　　　　共共有有・・連連携携ししななががらら実実現現ささせせるるこことと。。

　社会に開かれた教育課程の実現に向けて、商業科教員に特に求められる資質・能力は、多い順に「イ　教科指
導に関すること（個別最適な学び、協働的な学び、ＩＣＴ活用など）」77校、「ア　教科・科目の専門的知識・技能」59
校、「キ　地域連携のマネジメントに関すること」57校であった。
　社会に開かれた教育課程という観点から考えると、教員に求められる資質・能力として、教科指導力、教科に関
する専門性と地域連携に関するマネジメント力が重視されていることが分かる。一方で、「ウ　教材開発に関するこ
と」や「ク　学校組織マネジメントに関すること」を課題とする学校が少ないことが分かる。

問問2266　　以以下下のの説説明明文文ににああるるよよううなな社社会会にに開開かかれれたた教教育育課課程程のの実実現現にに向向けけてて、、
　　　　　　商商業業科科教教員員にに特特にに求求めめらられれるる資資質質・・能能力力ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。（（上上位位３３つつままでで選選択択可可））
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オ　カリキュラム・マネジメントに関すること

キ　地域連携のマネジメントに関すること

ク　学校組織マネジメントに関すること

カ　キャリア教育の指導に関すること

エ　学習評価に関すること（観点別評価など）

ア　教科・科目の専門的知識・技能

イ　教科指導に関すること（個別最適な学び、協働的な学び、ＩＣＴ活用など）

ウ　教材開発に関すること

　　【【  社社会会にに開開かかれれたた教教育育課課程程ととはは  】】
　　　　①①  社社会会やや世世界界のの状状況況をを幅幅広広くく視視野野にに入入れれ、、よよりりよよいい学学校校教教育育をを通通じじててよよりりよよいい社社会会をを創創るるとといいうう
　　　　　　　　目目標標をを持持ちち、、教教育育課課程程をを介介ししててそそのの目目標標をを社社会会とと共共有有ししてていいくくこことと。。
　　　　②②  ここれれかかららのの社社会会をを創創りり出出ししてていいくく子子供供たたちちがが、、社社会会やや世世界界にに向向きき合合いい関関わわりり合合いい、、自自分分のの人人生生をを
　　　　　　　　切切りり拓拓いいてていいくくたためめにに求求めめらられれるる資資質質・・能能力力ととはは何何かかをを、、教教育育課課程程ににおおいいてて明明確確化化しし育育んんででいいくくこことと。。
　　　　③③  教教育育課課程程のの実実施施にに当当たたっってて、、地地域域のの人人的的・・物物的的資資源源をを活活用用ししたたりり、、放放課課後後やや土土曜曜日日等等をを活活用用ししたた
　　　　　　　　社社会会教教育育ととのの連連携携をを図図っったたりりしし、、学学校校教教育育をを学学校校内内にに閉閉じじずずにに、、そそのの目目指指すすととこころろをを社社会会とと
　　　　　　　　共共有有・・連連携携ししななががらら実実現現ささせせるるこことと。。

　社会に開かれた教育課程の実現に向けて、商業科教員に特に求められる資質・能力は、多い順に「イ　教科指
導に関すること（個別最適な学び、協働的な学び、ＩＣＴ活用など）」77校、「ア　教科・科目の専門的知識・技能」59
校、「キ　地域連携のマネジメントに関すること」57校であった。
　社会に開かれた教育課程という観点から考えると、教員に求められる資質・能力として、教科指導力、教科に関
する専門性と地域連携に関するマネジメント力が重視されていることが分かる。一方で、「ウ　教材開発に関するこ
と」や「ク　学校組織マネジメントに関すること」を課題とする学校が少ないことが分かる。

問問2266　　以以下下のの説説明明文文ににああるるよよううなな社社会会にに開開かかれれたた教教育育課課程程のの実実現現にに向向けけてて、、
　　　　　　商商業業科科教教員員にに特特にに求求めめらられれるる資資質質・・能能力力ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。（（上上位位３３つつままでで選選択択可可））
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ケ　ＩＣＴの活用能力

ア　教師の仕事に対する使命感や誇り

イ　生徒に対する愛情や責任感など

ウ　生徒指導力

エ　チーム学校としての意識力

オ　学級経営力

カ　学習指導力

キ　豊かな人間性や社会性

ク　コミュニケーション能力などの人格的資質

　質の高い教員として求められる資質・能力については、多い順に「ク　コミュニケーション能力などの人格的資質」
54校、「ア　教師の仕事に対する使命感や誇り」52校、「イ　生徒に対する愛情や責任感など」41校、「キ　豊かな人
間性や社会性」41校、「カ　学習指導力」40校、「エ　チーム学校としての意識力」40校であった。多くの学校が共
通した資質・能力を期待していることが分かる。

問問2277　　SSoocciieettyy55..00社社会会のの到到来来やや多多様様化化すするる生生徒徒ののニニーーズズへへのの対対応応ななどどののたためめ、、質質のの高高いい教教員員のの
　　　　　　確確保保がが求求めめらられれてていいまますすがが、、質質のの高高いい教教員員ととししてて求求めめらられれるる資資質質・・能能力力ににつついいてて、、
　　　　　　おお答答ええくくだだささいい。。（（上上位位３３つつままでで選選択択可可））

コ　その他

　　生徒に対する愛情や責任感を含めた生徒指導力(奈良)

５５　　社社会会にに開開かかれれたた教教育育課課程程のの取取組組状状況況等等ににつついいてて
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19

53

6

32

16

5

28

11

ア　他の高校(又は自校の他の課程)による学修

オ　社会教育施設が開設する講座などにおける学修

カ　商業に関係する技能審査の成果（検定等）

キ　認めている活動はない

問問2288　　学学校校外外ににおおけけるる学学修修等等のの単単位位認認定定制制度度にに関関ししてて、、商商業業教教育育のの中中でで、、単単位位ととししてて認認めめてていいるる
　　　　　　活活動動等等ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。（（複複数数回回答答可可））

イ　大学（公開講座含む）による学修

ウ　専修学校・専門学校による学修

エ　ボランティア活動（就業体験活動を含む）

ク　その他

　　note(岩手)(新潟)(大阪)

ア　Ｘ（エックス）【旧Twitter】

ク　その他

　　デュアルシステム(新潟)

問問2299　　特特色色ああるる商商業業高高校校のの教教育育活活動動をを外外部部にに発発信信すするる際際にに活活用用ししてていいるるＳＳＮＮＳＳににつついいてて、、
　　　　　　おお答答ええくくだだささいい。。（（複複数数回回答答可可））

イ　Instagram（インスタグラム）

ウ　TikTok（ティックトック）

エ　YouTube（ユーチューブ）

オ　Facebook（フェイスブック）

カ　LINE（ライン）

キ　活用していない

　学校外における学修等の単位認定制度に関して、商業教育の中で、単位として認めている活動等について、多
い順に「キ　認めている活動はない」59校、「カ　商業に関係する技能審査の成果（検定等）」31校、「エ　ボランティ
ア活動（就業体験活動を含む）」11校であった。商業教育において、半数以上の学校が学校外の学修等の単位を
認定する活動を取り入れていないことが分かる。
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５５　　社社会会にに開開かかれれたた教教育育課課程程のの取取組組状状況況等等ににつついいてて
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ア　他の高校(又は自校の他の課程)による学修

オ　社会教育施設が開設する講座などにおける学修

カ　商業に関係する技能審査の成果（検定等）

キ　認めている活動はない

問問2288　　学学校校外外ににおおけけるる学学修修等等のの単単位位認認定定制制度度にに関関ししてて、、商商業業教教育育のの中中でで、、単単位位ととししてて認認めめてていいるる
　　　　　　活活動動等等ににつついいてて、、おお答答ええくくだだささいい。。（（複複数数回回答答可可））

イ　大学（公開講座含む）による学修

ウ　専修学校・専門学校による学修

エ　ボランティア活動（就業体験活動を含む）

ク　その他

　　note(岩手)(新潟)(大阪)

ア　Ｘ（エックス）【旧Twitter】

ク　その他

　　デュアルシステム(新潟)

問問2299　　特特色色ああるる商商業業高高校校のの教教育育活活動動をを外外部部にに発発信信すするる際際にに活活用用ししてていいるるＳＳＮＮＳＳににつついいてて、、
　　　　　　おお答答ええくくだだささいい。。（（複複数数回回答答可可））

イ　Instagram（インスタグラム）

ウ　TikTok（ティックトック）

エ　YouTube（ユーチューブ）

オ　Facebook（フェイスブック）

カ　LINE（ライン）

キ　活用していない

　学校外における学修等の単位認定制度に関して、商業教育の中で、単位として認めている活動等について、多
い順に「キ　認めている活動はない」59校、「カ　商業に関係する技能審査の成果（検定等）」31校、「エ　ボランティ
ア活動（就業体験活動を含む）」11校であった。商業教育において、半数以上の学校が学校外の学修等の単位を
認定する活動を取り入れていないことが分かる。
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ウ　大学入学共通テストにおける商業関係科目の再設置

ア　国公私立大学の関係学部等における総合型選抜での商業教育への評価

イ　国公私立大学の関係学部等における学校推薦型選抜での商業を学ぶ生徒の枠の増加

問問3300　　大大学学入入学学共共通通テテスストトににおおけけるる「「簿簿記記・・会会計計」」のの廃廃止止にに伴伴いい、、商商業業のの学学びびをを積積極極的的にに評評価価すするる
　　　　　　入入学学者者選選抜抜ととししてて、、大大学学等等にに期期待待すするるももののををおお答答ええくくだだささいい。。（（複複数数回回答答可可））

　　課題研究で一部の生徒がInstagramを活用(滋賀)

　　学校のＷＥＢページで特色ある教育活動を紹介している(兵庫)

　　Instagramを活用する予定(香川)

　　学校ホームページでの情報発信(福井)(愛媛)(宮崎)

　　スレッド(愛知)

エ　その他

　　各種奨学制度とのリンク(大阪)

　　資格取得推薦の充実(香川)

　特色ある商業高校の教育活動を外部に発信する際に活用しているＳＮＳは、多い順に「イ　Instagram（インスタグ
ラム）」53校、「エ　YouTube（ユーチューブ）」32校であった。一方で「キ　活用していない」28校であり、SNSの活用
については、およそ７割の学校において取り組んでいることが分かる。

　商業の学びを積極的に評価する入学者選抜として、大学等に期待するものについて、多い順に「イ　国公私立
大学の関係学部等における学校推薦型選抜での商業を学ぶ生徒の枠の増加」84校、「ア　国公私立大学の関係
学部等における総合型選抜での商業教育への評価」80校、「ウ　大学入学共通テストにおける商業関係科目の再
設置」46校であった。８割以上の学校が、学校推薦型選抜及び総合型選抜に期待していることが分かる。
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おわりに 

 
令和６年度は平成30年に告示された新学習指導要領の完成年度になります。新学習指導要領

に示された理念の実現に向けて各県、各校ではさまざまに試行錯誤を重ねながら取り組みを進

めているものと思います。そしてこれからも、試行錯誤を繰り返しながら教育課程の改善・充

実に向けた取り組みを推進していくことと思います。 

さて、私たちが生活している社会は、常にいろいろな課題を抱えており、その課題を解決す

ることで私たちの社会はよりよく変化してきています。今日の課題としては、大きいところで

は地球環境、持続的な成長、生物多様性などがあり、身近なところでは募集対策、魅力化向

上、さらには観点別評価、探究学習の方法論などがあります。 

こうした課題を解決することを通して何が求められているかといえば、最近注目されている

ウェルビーイングの実現に行きつくと言えます。換言すれば、ウェルビーイングを実現するた

めに、商業教育を通して必要な資質や能力を育成することが私たちに求められているというこ

とができます。では、私たち商業教育が育成すべき「必要な資質や能力」はどのようなものな

のか、という問いが生じます。 

Society5.0社会を迎えて、社会の変化はこれまで以上に早くなっています。ということは、

「必要な資質や能力」も社会の変化に応じて急速に変化していることが推測されます。このよ

うな中で、求められる資質・能力を見極め、それを育成するプロセスのすべてを１県や１校で

企画・運営・実施することは極めて難しくなってきています。 

今回の本部提案のテーマ「ＧＩＧＡスクール構想を踏まえた魅力ある商業教育の実現に向け

て」は、今日の商業教育に課されている課題の一つを切り取ったものです。各県、各校が地域

や学校の実態に応じてさまざまな方策を取り入れ、またはさまざまな企画を試行しています。

こうした情報を全国的に共有することを通して、各校が「必要な資質や能力」を育成する教育

課程や教育活動の編成・実施をより効果的、効率的に行うことができるようになるはずです。

そうした意味で、本冊子が、各校で行われる取り組みの一層の充実に向けた一助になることを

期待しています。 

末筆になりますが、本冊子の作成に当たり全国の100校から回答をいただきました。紙面を

借りて厚く御礼申し上げます。また、本冊子の作成に関わった関係の皆様にも重ねて御礼申し

上げます。ありがとうございました。 
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本本部部提提案案テテーーママ年年度度別別一一覧覧  
 
昭和６０年 ５月 理産審産業教育分科会「審議のまとめ」と「答申」の対比について 
昭和６０年１０月 理産審産業教育分科会「答申」に関連した各県の商業教育の取り組み状況 
昭和６１年 ５月 企業側からみた商業高校卒業者の受け入れ傾向について 
    ―アンケート調査に基づいて― 
昭和６１年１０月 就職状況の変化に対応する進路指導対策について 
      ―アンケート調査に基づいて― 
昭和６２年 ５月 商業科に関する新しい小学科の設置状況について 
昭和６２年１０月 生徒の急減期における商業高校としての対応 
昭和６３年 ５月 教育課程審議会の答申をふまえた商業教育の展望 
    ―アンケート調査に基づいて― 
昭和６３年１０月 将来展望にたった商業教育のあり方―アンケート調査に基づいて― 
平 成 元 年 ５月 時代の変化に対応する商業教育の展望 
                    ―新学習指導要領に基づく教育課程の編成例― 
平 成 元 年１０月   高等学校学習指導要領の実施にむけて 
                    ―教科「商業」にかかわる一問一答集― 
平 成 ２ 年 ５月 問題解決能力や創造性の育成をめざす商業教育の具体的展開 
                      ―「課題研究」の研究と実践の推進― 
平 成 ２ 年１０月 高等学校移行措置を生かした商業教育のあり方 
                      ―新学習指導要領の取り扱いと学校における対応― 
平 成 ３ 年  ５月   ２１世紀を拓く商業教育―そのあり方を求めて― 
平 成 ３ 年１０月   ２１世紀を拓く商業教育―その具体化にむけて― 
平 成 ４ 年  ５月   生徒の個性を伸ばす商業教育―新たな創造を目指して― 
平 成 ４ 年１０月   新学習指導要領の趣旨を生かす教育課程の編成 
平 成 ５ 年  ５月   商業教育に関する「聴取り調査」報告 
平 成 ５ 年１０月   商業に関する学科の特色化・個性化について 
                     ―教育課程を中心として― 
平 成 ６ 年  ５月   進路の多様化に対応する商業教育―大学進学― 
平 成 ６ 年１０月   進路の多様化に対応する商業教育 
                      ―専攻科及び高等専門学校の構想― 
平 成 ７ 年  ５月   進路の多様化に対応する商業教育―就職指導― 
平 成 ７ 年１０月   高等学校教育の改革―現状と商業高校の課題― 
平 成 ８ 年  ５月   社会の進展と商業教育の充実 
                      ―これから求められる専門教育の育成― 
平 成 ８ 年１０月   社会の進展と商業教育の充実 
                      ―商業教育における基礎・基本の内容をさぐる― 
平 成 ９ 年  ５月   ２１世紀を展望した商業教育の在り方について 
                      ―「生きる力」の育成に対応するための商業教育― 
平 成 ９ 年１０月   ２１世紀を展望した商業教育の在り方について 
                      ―社会の変化に対応した商業教育― 
平成１０年  ５月    完全学校週五日制における商業教育の在り方 
                      ―新しい情報処理教育の在り方について― 
平成１０年１０月    完全学校週五日制における商業教育の在り方 
                      ―地域や産業界との連携と開かれた商業教育について― 
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本本部部提提案案テテーーママ年年度度別別一一覧覧  
 
昭和６０年 ５月 理産審産業教育分科会「審議のまとめ」と「答申」の対比について 
昭和６０年１０月 理産審産業教育分科会「答申」に関連した各県の商業教育の取り組み状況 
昭和６１年 ５月 企業側からみた商業高校卒業者の受け入れ傾向について 
    ―アンケート調査に基づいて― 
昭和６１年１０月 就職状況の変化に対応する進路指導対策について 
      ―アンケート調査に基づいて― 
昭和６２年 ５月 商業科に関する新しい小学科の設置状況について 
昭和６２年１０月 生徒の急減期における商業高校としての対応 
昭和６３年 ５月 教育課程審議会の答申をふまえた商業教育の展望 
    ―アンケート調査に基づいて― 
昭和６３年１０月 将来展望にたった商業教育のあり方―アンケート調査に基づいて― 
平 成 元 年 ５月 時代の変化に対応する商業教育の展望 
                    ―新学習指導要領に基づく教育課程の編成例― 
平 成 元 年１０月   高等学校学習指導要領の実施にむけて 
                    ―教科「商業」にかかわる一問一答集― 
平 成 ２ 年 ５月 問題解決能力や創造性の育成をめざす商業教育の具体的展開 
                      ―「課題研究」の研究と実践の推進― 
平 成 ２ 年１０月 高等学校移行措置を生かした商業教育のあり方 
                      ―新学習指導要領の取り扱いと学校における対応― 
平 成 ３ 年  ５月   ２１世紀を拓く商業教育―そのあり方を求めて― 
平 成 ３ 年１０月   ２１世紀を拓く商業教育―その具体化にむけて― 
平 成 ４ 年  ５月   生徒の個性を伸ばす商業教育―新たな創造を目指して― 
平 成 ４ 年１０月   新学習指導要領の趣旨を生かす教育課程の編成 
平 成 ５ 年  ５月   商業教育に関する「聴取り調査」報告 
平 成 ５ 年１０月   商業に関する学科の特色化・個性化について 
                     ―教育課程を中心として― 
平 成 ６ 年  ５月   進路の多様化に対応する商業教育―大学進学― 
平 成 ６ 年１０月   進路の多様化に対応する商業教育 
                      ―専攻科及び高等専門学校の構想― 
平 成 ７ 年  ５月   進路の多様化に対応する商業教育―就職指導― 
平 成 ７ 年１０月   高等学校教育の改革―現状と商業高校の課題― 
平 成 ８ 年  ５月   社会の進展と商業教育の充実 
                      ―これから求められる専門教育の育成― 
平 成 ８ 年１０月   社会の進展と商業教育の充実 
                      ―商業教育における基礎・基本の内容をさぐる― 
平 成 ９ 年  ５月   ２１世紀を展望した商業教育の在り方について 
                      ―「生きる力」の育成に対応するための商業教育― 
平 成 ９ 年１０月   ２１世紀を展望した商業教育の在り方について 
                      ―社会の変化に対応した商業教育― 
平成１０年  ５月    完全学校週五日制における商業教育の在り方 
                      ―新しい情報処理教育の在り方について― 
平成１０年１０月    完全学校週五日制における商業教育の在り方 
                      ―地域や産業界との連携と開かれた商業教育について― 

 

平成１１年 ５月   社会の変化や産業の動向等に対応した商業教育の在り方 
            ―新学習指導要領に基づく教育課程編成上の課題― 
平成１１年１０月 高等学校学習指導要領の実施に向けて 
            ―教科「商業」に関する一問一答集― 
平成１２年 ５月 高等学校学習指導要領の実施に向けて 
            ―新学習指導要領に基づく教育課程の編成例― 
平成１２年１０月 就業構造や産業構造の変化に対応する就職指導のあり方 
平成１３年 ５月 ２１世紀における商業教育―大学から見た商業教育― 
平成１３年１０月 ２１世紀における商業教育の在り方―商業高校からの大学進学― 
平成１４年 ５月 ２１世紀における商業教育の在り方―商業高校が育成する商業高校生像― 
平成１４年１０月 ２１世紀における商業教育の在り方―商業高校における学校改革― 
平成１５年 ５月 ２１世紀における商業教育の在り方―商業高校における起業家育成教育― 
平成１５年１０月 ２１世紀における商業教育の在り方 

―学校・企業・地域等との連携を考える― 
平成１６年 ５月 全商本部提案要約集―平成元年～平成１５年度― 
平成１６年１０月 次期学習指導要領に向けて―現行学習指導要領と教育課程(商業)― 
平成１７年 ５月 ２１世紀における商業教育の在り方―生徒の職業観・勤労観を考える― 
平成１７年１０月 次期学習指導要領に向けて―現行学習指導要領と教育課程(商業)Ⅱ―  
平成１８年 ５月 学習指導要領改訂への提言(中間まとめ) 
平成１８年１０月 学習指導要領改訂への提言 
平成１９年 ５月 生徒の個性を伸長する学校経営のあり方について 
平成１９年１０月 生徒の個性を伸長する学校経営のあり方について  ※ 冊子なし 
平成２０年 ５月 これからの商業教育の実践―商業教育を担う人材の育成について― 
平成２０年１０月 これからの商業教育の実践―商業教育を担う人材の育成について― 
平成２１年 ５月 新高等学校学習指導要領の実施に向けて 

―教科「商業」に関する一問一答集― 
平成２１年１０月   新高等学校学習指導要領の実施に向けて 
            ―新学習指導要領に基づく教育課程の編成例― 
平成２２年 ５月 新学習指導要領に基づく教育課程編成上の諸課題 
平成２２年１０月 新高等学校学習指導要領と今後の商業教育 
平成２３年 ５月 キャリア教育の現状と課題について 
平成２３年１０月 キャリア教育・商業教育の在り方について 
            ―生徒のよりよい進路実現を目指して― 
平成２４年 ５月 新高等学校学習指導要領の趣旨を生かした商業教育の推進 そのⅠ 
            ―魅力ある商業教育の発展を目指して― 
平成２４年１０月 新高等学校学習指導要領の趣旨を生かした商業教育の推進 そのⅡ 
            ―魅力ある商業教育の発展を目指して―    ※ 冊子なし 
平成２５年 ５月 思考力・判断力・表現力等を伸ばす商業教育の推進 そのⅠ 
            ―商業教育の質の向上を目指して― 
平成２５年１０月 思考力・判断力・表現力等を伸ばす商業教育の推進 そのⅡ 
            ―商業教育の質の向上を目指して― 
平成２６年 ５月 全商本部提案要約集―平成16年度～平成25年度― 
平成２６年１０月 次期学習指導要領改訂に向けて 
            ―現行学習指導要領に基づく教育課程（商業）の実施状況と課題 そのⅠ― 
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平成２７年 ５月 次期学習指導要領改訂に向けて 
            ―現行学習指導要領に基づく教育課程（商業）の実施状況と課題 そのⅡ― 
平成２７年１０月 学習指導要領改訂への提言（中間まとめ） 
平成２８年 ５月 学習指導要領改訂への提言 
平成２８年１０月 地域創生に資する商業教育の在り方について 
平成２９年 ５月 地域創生に資する商業教育の在り方についてⅡ ―次世代の商業教育に向けて― 
平成２９年１０月 グローバル化社会に対応した商業教育の在り方について―次世代の商業教育に向けて― 
平成３０年 ５月 グローバル化社会に対応した商業教育の在り方についてⅡ―次世代の商業教育に向けて― 
平成３０年１０月 商業高校の現状とこれからの商業教育を担う人材育成 
令和 元年 ５月 新高等学校学習指導要領の実施に向けて―教科商業科に関する一問一答集― 
令和 元年１０月 新高等学校学習指導要領の実施に向けて―新学習指導要領実施に向けた先進事例集― 
令和 ２年 ５月 新学習指導要領に基づく教育課程編成上の諸課題 
            ―魅力ある商業教育を創る開かれた教育課程の編成に向けて― 
令和 ２年１０月 魅力ある商業教育を創る開かれた教育課程の編成に向けて 
            ―新学習指導要領に基づく教育課程編成例― 

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う研究協議会中止のため本部提案なし 
令和 ３年 ５月  新学習指導要領に基づく教育課程の実施に向けた諸課題 

―Society5.0時代の新しい商業教育の実現のために― 
令和 ３年１０月  社会に開かれた魅力ある商業教育の実現に向けて 

―Society5.0時代の新しい商業教育の実践例― 
令和 ４年 ５月  ＩＣＴを活用した個別最適な学びと協働的な学びの推進上の諸課題 

―全ての生徒たちの可能性を引き出す魅力ある商業教育の実現に向けて― 
令和 ４年１０月  魅力ある商業教育の実現に向けた令和の日本型教育の構築を目指して 

―個別最適な学びと協働的な学びを融合する探究的な学習の実践例― 
令和 ５年 ５月  学習指導要領の趣旨を生かした商業教育の在り方 

―探究活動及び観点別学習状況の評価の推進を通して― 
令和 ５年１０月  学習指導要領の趣旨を踏まえた観点別学習状況の評価の実施について 

―「指導と評価の一体化」のための学習評価に関する事例― 
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平成２７年 ５月 次期学習指導要領改訂に向けて 
            ―現行学習指導要領に基づく教育課程（商業）の実施状況と課題 そのⅡ― 
平成２７年１０月 学習指導要領改訂への提言（中間まとめ） 
平成２８年 ５月 学習指導要領改訂への提言 
平成２８年１０月 地域創生に資する商業教育の在り方について 
平成２９年 ５月 地域創生に資する商業教育の在り方についてⅡ ―次世代の商業教育に向けて― 
平成２９年１０月 グローバル化社会に対応した商業教育の在り方について―次世代の商業教育に向けて― 
平成３０年 ５月 グローバル化社会に対応した商業教育の在り方についてⅡ―次世代の商業教育に向けて― 
平成３０年１０月 商業高校の現状とこれからの商業教育を担う人材育成 
令和 元年 ５月 新高等学校学習指導要領の実施に向けて―教科商業科に関する一問一答集― 
令和 元年１０月 新高等学校学習指導要領の実施に向けて―新学習指導要領実施に向けた先進事例集― 
令和 ２年 ５月 新学習指導要領に基づく教育課程編成上の諸課題 
            ―魅力ある商業教育を創る開かれた教育課程の編成に向けて― 
令和 ２年１０月 魅力ある商業教育を創る開かれた教育課程の編成に向けて 
            ―新学習指導要領に基づく教育課程編成例― 

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う研究協議会中止のため本部提案なし 
令和 ３年 ５月  新学習指導要領に基づく教育課程の実施に向けた諸課題 

―Society5.0時代の新しい商業教育の実現のために― 
令和 ３年１０月  社会に開かれた魅力ある商業教育の実現に向けて 

―Society5.0時代の新しい商業教育の実践例― 
令和 ４年 ５月  ＩＣＴを活用した個別最適な学びと協働的な学びの推進上の諸課題 

―全ての生徒たちの可能性を引き出す魅力ある商業教育の実現に向けて― 
令和 ４年１０月  魅力ある商業教育の実現に向けた令和の日本型教育の構築を目指して 

―個別最適な学びと協働的な学びを融合する探究的な学習の実践例― 
令和 ５年 ５月  学習指導要領の趣旨を生かした商業教育の在り方 

―探究活動及び観点別学習状況の評価の推進を通して― 
令和 ５年１０月  学習指導要領の趣旨を踏まえた観点別学習状況の評価の実施について 

―「指導と評価の一体化」のための学習評価に関する事例― 
 

令令和和５５年年度度

 1.委 員 長 山 本 俊 之 県・水 戸 商

 2.副委員長 石 山 智 典 都・大 田 桜 台

 3.委    員 海老沼 正 県・水 海 道 第 二

 4. 　〃 渡 邊 聡 県・坂 東 清 風

 5. 　〃 栁 田 昌 臣 県・栃 木 商

 6. 　〃 見 木 孝 県・佐 野 松 桜

 7. 　〃 根 岸 卓 県・伊 勢 崎 商

 8. 　〃 新 井 秀 明 県・深 谷 商

 9. 　〃 野 口 剛 志 県・越谷総合技術

10. 　〃 出 井 孝 一 県・幸 手 桜

11. 　〃 鈴 木 栄 次 県・千 葉 商

12. 　〃 森 豊 巳 県・君 津 商

13. 　〃 石 原 和 也 県・塩 山

14. 　〃 山 田 和 人 都・第 三 商

15. 　〃 相 田 誠 一 都・第 五 商

令令和和６６年年度度

 1.委 員 長 根 岸 卓 県・伊 勢 崎 商

 2.副委員長 鈴 木 栄 次 県・千 葉 商

 3.委    員 田 辺 宏 行 県・神 栖

 4. 　〃 渡 邊 聡 県・土 浦 第 三

 5. 　〃 栁 田 昌 臣 県・宇 都 宮 商

 6. 　〃 宇佐美 敬 県・栃 木 商

 7. 　〃 新 井 秀 明 県・深 谷 商

 8. 　〃 中 山 望 県・浦 和 商

 9. 　〃 竹 越 利 之 県・熊 谷 商

10. 　〃 川 窪 慶 彦 県・狭 山 経 済

11. 　〃 森 豊 巳 県・一 宮 商

12. 　〃 田 中 雅 明 市・甲 府 商

13. 　〃 山 田 和 人 都・第 三 商

14. 　〃 岩 崎 豊 都・葛 飾 商

15. 　〃 智 片 将 也 都・江 東 商

16. 　〃 田 中 圭 県・松 山 商

商商業業教教育育対対策策委委員員会会
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